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論文
台湾における公営事業民営化と
行政院国軍退除役官兵輔導委員会
北 波
?
子
要
?
台湾は、 1980年代には国際経済社会で頭角を現し、 NIESの優等生として世界的な経済
自由化の流れに合流した。小論は、公営事業民営化政策が行政院国軍退除役官兵輔導委
員会の事業経営に与えた影響を時代の流れと合わせて分析ことをその課題とする。
キーワード：公営事業民営化；経済自由化政策；競争法；退役軍人輔導委員会；
福祉政策； 「省籍矛盾」
経済学文献季報分類番号： 07-22;09-30;09-60 
I はじめに
小論の主要な目的は、公営事業民営化が1990年代から2000年代にかけて行政院国軍退除役
官兵輔導委員会（以下、退輔会と省略）にもたらした変化を通して、退輔会が台湾の社会
経済においてどのような存在であったのかを考えることである。周知のごとく、経済自由化
の流れは1970年代からイギリスやアメリカで本格化した。この潮流は1980年代半ばにはア
ジア諸国にも押し寄せ、すでにNICs(Newly Industrializing Countries : 新興工業国家、現
NIES、NewlyIndustrializing Economies)の一員として世界経済で頭角を現し始めていた
台湾でも、 1984年に蒋経国総統が経済の「国際化、自由化、制度化」を提唱するにいたっ
た。こうして「民生主義」を提唱し、国家による経済建設および基幹産業に対するコント
ロールを正当化してきた国民党政府も、 1980年代末には、貿易自由化、金融自由化、産業経
営の自由化へと経済政策を大きく転換させることとなった 1)。
この自由化三本柱のうち、産業経営自由化政策の具体的な内容は公営事業の民営化であっ
1)このため、台湾省政府新聞処 [1985]では、 「民生主義」を前面に押し出して評価しているが、同
[1990]では経済自由化が前面に押し出され、かつての統制的な経済体制は物資の不足や国際情勢か
ら致し方なかったという消極的な評価で始まっている。 ［子宗先、 1990: 1-19] 
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た。民営化政策が始動した1989年に、台湾には98の公営の事業体があり 2)、金融、エネル
ギー、基幹製造業などにおいて独占的地位を占めていた 3)。台湾の公営事業には、日本統
治時代の日本人資産（以下、日産と省略）を接収して設立されたもの、中国大陸で創業し国
民党政権とともに遷台したもの、戦後台湾で設立されたものの3種類がある。また、所属機
関によって業態も管理体制も異なり、それぞれの働きや組織の構造も様々である。
その中で、小論で議題としている退輔会所属の公営事業は、そもそも中華民国国軍退役
軍人の就業先として創業された事業単位である。したがって、それらは財政部所属の国営
銀行や経済部所属の大型製造業、交通部所属の通信や鉄道などとは次元を異にする存在で
あり、本来は国家による市場独占の排除や経営非効率是正を目的とする自由化政策の主要
な対象ではなかった。しかしながら、退輔会の経済活動は、 1990年代半ばから現在にかけ
て大きく縮小し、 1989年には26あった事業体も現在営業中のものは栄民工程公司と台北技
術労務中心のみとなった。退輔会の経営事業の多くは、公平交易法や政府採購法の制定に
よって公平な競争環境の整備にともなって、民間に売却されたり、閉鎖されたりして姿を
消したのである。退役軍人に就業を斡旋するという福祉政策的効用を持つ国家機関の活動
が、なぜ、自由化にともなう競争政策の導入で、これほどまでの影響を受けることになった
のだろうか。
退輔会所属の公営事業を総合的かつ客観的に分析する研究は、台湾においてもまだほとん
どみられない。公営事業民営化が経済民主化の一環として議論された際4)、はたまた公平
な競争環境を整備する制度が導入されたときに、それに抵触する存在として個別の事業体が
議題に上り、その結果それらの事業体は大きく変貌した 5)。が、そのことは台湾社会のど
のような一面を表現しているのかという問題に関する客観的な分析はあまり進んでいない。
なぜならば、民主化以前には退輔会がどういう存在であるのかを公に問うことはタブーで
あった上に、台湾人の間では「自明のこと」であったからである。そしてまた、民主化以降
にはすでに役目を終えたこの組織の問題を敢えて取り上げて、国内政治の不安定な現状に拍
車をかけようとする研究者は多くないからである。しかしながら、退輔会が中央政府の歳出
に占める割合は今も大きく、国民の不満の種にもなっている。また、なぜ、退役軍人のため
2)葉萬安 [1990] によれば、公営事業は合計98事業体であるが、資料によって多少の増減がある。詳細
は北波 [2007]参照されたい。
3)劉進慶 [1975] は、戦後初期の台湾経済を「官民二重構造」と名づけた。公営事業のシステマティッ
クな市場独占については北波 [2003] を参照されたい。
4)陳師孟等 [1991]。
5)蘇進強 [1995]の第6章では退輔会を消滅させるのかはたまた「部」や「署」に昇格させるべきかの
議論について触れられているが現状はそのままである。溜素素• 胡祖舜 [1994]。
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の政府機関が事業を経営し、彼らを就業させているのか、徴兵制が敷かれている台湾で、
その具体的な雇用対象はどのような人々であったのかなど、退輔会は外国人にはわかりにく
い戦後台湾史の語られない部分と深くかかわっている。加えて、退輔会自身が1990年代の公
営事業民営化および政治的民主化、 2000年の政権交代を経て大きく変化しようとしている中
で、台湾人にとって退輔会は、依然として権威主義政権時代の社会的待遇差別、いわゆる
「省籍矛盾」を象徴する存在として、ある種の否定的イメージを帯びた存在であり、その今
日的な意味が考察されることは少ないのである。
したがって小論では、普段スポットライトが当たらない退輔会の経済活動を台湾の経済発
展と民主化に則して歴史的に分析することを目的とし、まず退輔会創設の経緯と目的を理解
し、次に退輔会所属の事業体について分析を加え、最後にそれらが1990年代の競争政策の導
入以後どのように変化したのかを考える。
I 退輔会とは
1 . 設置の経緯と組織
国民党政府は、 1949年に国共内戦に敗北し、台湾に移転した。この移転に伴い台湾でも徴
兵制が施行され、 1951年には国軍、すなわち中華民国軍の新陳代謝を図るために退除役制度
が導入された。そして、行政院は1954年1月1日に国軍退除役官兵就業輔導委員会（以下、
就業輔導会と省略）を設置し、退役軍人に政府機関の公共事業、例えば、交通部公路局の道
路建設現場作業員などの職を斡旋するようになった。
就業輔導会の組織条例が公布されたのは翌1955年の12月27日であった。組織条例は現在ま
でに4回改正されており、その主要な変更点は表1のごとくである。第2条の管轄事項をみ
ると、当初は 5項目のうちほぼ全てが就業や職業訓練のために当てられており、第4項で傷
病に対する援助が言及されているのみで、同会設置の主要な目的は明らかに退役軍人への就
業斡旋であった。しかし、 1957年7月の改正の際には、第2項が保健医療、第4項に法定権
利の保障や優待に関する手続きに当てられ、第6項の養老救助と第7項の生活指導が加わっ
て、以後の退輔会は、退役から老後まで軍人の生活を支える国家機関となった。
就業輔導会は、 1966年9月8日に中華民国行政院国軍退除役官兵輔導委員会（退輔会）へと名
称変更する以前から、退役軍人に対する総合的なサービスを行っていた。したがって、 1966年以
降の組織条例改正で重要な変化は、表1に示した第6条の組織の内容で、第四処が農林漁牧業を第
五処が鉱工業を管轄するようになり、条文に就業だけではなく、事業の業務管理を行うことが明記
されたことである。このように職業訓練や就業の斡旋だけでなく、自らが事業を経営する「創業安
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表 1 行政院退除役官兵輔導委員会組織条例の改定ポイント
日時 1955年12月27日 1957年7月13日 1966年8月26日 1981年1月16日
種別 制定公布 改正 改正 改正
条文 全20条 全19条 名称変更、全19条 全19条
目的 退除役官兵の就業に関する事項を管轄 退除役官兵の「輔導」に関する事項を管轄
①鉱工業就業 ①就業 ①就業 ①就業
②農墾漁牧粟就業 ②保健医療 ②保健、医療 ②保健、医療
信嘉
③林業手工芸他就業 ③職業訓練輔導 ③職業訓練と就学輔 ③職業訓練および就学
④就業訓練識業紹介お ④法定権益および優待 導 輔導
よび傷患医療救助 事項 ④法定権益および優待 ④法定権益および優待
⑤その他就業輔導 ⑤調査評定 事項 事項冨 ⑥養老救助 ⑤調査、評定、職場配 ⑤調査、評定、職場配
ヽ
⑦生活指導 置 置
⑧その他就業輔導 ⑥養老、救助 ⑥養老、救助
⑦生活指導 ⑦生活指導と管理
⑧その他輔導 ⑧その他輔導
第一組鉱工 就業処農林漁牧鉱工 第一処教育、文康、 第一処教育輔導、文
第二組農墾漁牧業 商業への就業と監督 生活指導管理、法定 康福利、生活指導、
第戸組林業手工芸 権益、優待、救助 管理および法定権
第四組傷患老弱の医 輔導処就業訓練、生 第二処退職、評定、 益、優待、救助
療救助 活指導、法定権益、 職場配置、資料管理 第二処退職、評定、
星
第五組就業調査登記 優待救助 第三処職業訓練、紹 就業配置、資料管理
訓練考課 介、連絡 第三処職業訓練、紹
の 第六組文書議事出納 評定処 体力能力評 第四処農林漁牧業 介、輔導就学、連絡
塁 庶務 定、志顧調査、分 第五処建設、工業、 第四処農林漁牧業
冨 類、職場配置 製薬業 第五処建設、鉱エ、第六処保健、医療、 商業
畠ヽ 保健処保険医療障害 障害者支援、養老 第六処保健、医療障
者支援、養老 第七処財産管理、物 害者支援、餐老
資調達、生造品販売 第七処 国際交流事務
総務処 第八処文書、印信、 第八処財産管理、物
庶務、出納 資調達、製造品販売
第九処事務、出納、
庶務
出所）全国法律資料庫のホームページ (htp://lis.ly.gov.tw./lgcgi/lglaw)から2007年9月20日に確認し、整理して作成。
置」 6) という方法で退役軍人に就業先を提供する活動は、台湾の退輔会の大きな特徴である。
それは当初退輔会の「輔導」 （助け、導く）対象が、中国大陸の各省でリクルートされ、
国民党にともなって台湾に移り、台湾で復員しようとしていた退役軍人であったからであ
る。彼らは、日本統治時代以前からの台湾住民とは、「族群（エスニシティ）」、文化、言葉（方
言）、出身地、家族血縁などにおいてつながりを持たなかった。つまり、彼らは当時の台湾
6)中国語の「安置」の対象は日本語とは違い、人物の安定的配置にも使われる。この言葉は基金の名称
など固有名詞にも使用されているため、小論ではそのまま使用することとした。
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社会では全くのストレンジャーであり、就業、婚姻、医療、養老などにおいて、家庭や地域
の支援を得られる状況ではなかった。このため、政府は栄民福利政策に乗り出し、膨大な数
の退役軍人の生計を安定させて、治安の維持と政権正統性危機の回避を図ったのである 7)0 
当時の蒋介石総統は「退役軍人の「安置」は法令の問題でも、責任の問題でもなく、良心
と道義上の問題である」として、非常に重視していた。このため主任委員と呼ばれる退輔
会のリーダーは総統の特任で、蒋介石は「退役軍人を自分の家族同様に手厚く世話するよう
に」と蒋経国副主任委員（第2代主任委員）に命じた。表2に示した主任委員の顔ぶれをみ
ると、第 1代の厳家i金は前財政部長（大臣に相当）で、台湾省主席と兼任であり、第2代の
蒋経国は周知のごとく蒋介石の息子で後継者でもあり、両者とも後に総統職にまでのぼりつ
表2 主任委員および就任時期
氏名 生年 没年 就任時期 本籍 前任職 後任職 備考
厳家捻 1905 1993 1954年11月1日 江蘇省 財政部長 台湾省主席 第5期総統
蒋経国 1910 1988 1956年4月28日 浙江省 副主任委員 国防部長 第6・7期総統
趙緊鈍 1913 1981 1965年6月1日 湖南省 金融関係 死亡
鄭為元 1913 1993 1981年6月11日 安徽省 軍職 国防部長 総統府戦略顧間
張国英 1987年4月29日 安徽省 軍職 将軍：八二三戦
役副司令官
許歴農 1921 1987年11月18日 安徽省
国防部総政治作
総統府国策顧問
1994年から新同
戦部主任 盟会会長
周世斌 1931 1993年2月27日 四川省 中央警察学校校 中華電視董事長 国民党主任委員長
楊亭雲 1928 '' 1994年12月15日 湖北省
国防部総政治作
総統府国策顧問 国民党主任委員戦部主任
李梢林 1933 """ 1999年1月31日 山東省 三軍大学校長 国民党主任委員
楊徳智 1941 2000年5月20日 福建省
國防部聯合勤務
辞職
漠翔航空工業公
継司令部穂司令 司董事 (1996)
部祖琳 1942 2003年2月1日 湖北省 園防部継政戦局 駐ポーランド代
局長 表
高華柱 1946 ． 2004年5月20日 山東省 國防部聯合後勤
司令部司令
胡鎮捕 1948 2007年2月9日 湖北省 國防部陸軍司令
部司令
出所）退輔会ホームページおよびその他の資料から作成。空欄は不明。 「国統会」は国家統一委員会 (1990年10月7
日 ~2006年2月 27日）のこと。
7)韓敬富 [2003]
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めた政権内の重要人物であった。第3代の趙緊鉦は、中国大陸から国民党政府が敗走した時
にその財産を運んだ責任者で、実務家であり、 1965年6月から1981年6月に亡くなるまで16
年間にわたって主任委員を務めた。厳家i金と蒋経国が退輔会の基礎を確立し、その権威付け
においても非常に重要な人物であったと考えるならば、この趙緊鉦は退輔会所属公営事業の
拡大と運営という実務において、手腕を発揮した人物と考えることができよう。
以後の主任委員はすべて軍人である。第4代鄭為元は満68歳で主任委員となり、 74歳でそ
の職を辞した後、国防部長に就任している。就任時の年齢に注目すると許歴農が66歳、周世
斌が62歳、楊亭雲が66歳、李禎林が66歳であり、 1981年から2000年の政権交代までに就任し
た主任委員は軍の高官が引退後につくポストであった。これに対して、 2000年の5月20日に
民進党の陳水扁が総統に就任した後は楊徳智が59歳、部租琳が61歳、高華柱が58歳、胡鎮浦
が59歳と s~s 歳ほど若返っていることは興味深い。
2 退輔会と「省籍矛盾」 ： 「栄民」とは？
さて、表2が明らかにしているのは、歴代の退輔会の主任委員はすべて台湾省以外の出身
者、すなわち外省人であり、そのことは2000年の陳水扁総統の当選による政権交代後も、
2004年の再選後も、現在に至るまで変わっていないということである。それは退輔会が外省
人による外省人のための組織であったこと、そして中華民国国軍が現在も完全に台湾化して
はいないことを表している。それでは、退輔会が輔導対象とする退役軍人とはどのように決
定されていたのだろうか。
1964年に制定された「国軍退除役官兵輔導条例」（以下、輔導条例）第2条によると、退
役軍人とは①法に基づいて退役した将校、②兵役法第49条に基づいて志願した士官、兵士お
よび法律に基づいて退役した者、③士官、兵士で服役中に作戦や公務で病気やけが、心身障
害を受けて退役後に長期治療を受け生計が困難な者となっている。第 1項と第2項を見る
と、制度的には「省籍」などの特別な区別は存在せず、志願兵は一定年限の後に退輔会の提
供する福祉の恩恵に預かれるように見える。しかしながら、台湾では一般に「栄民」といえ
ば蒋介石と共に台湾に渡ってきた中国大陸出身の兵士を意味するという 8)。それはなぜか。
まず、 1947年に中国大陸からの移民と本省人との対立から発生したニニ八事件の鎮圧に軍
隊を導入した後、三年も経たない1949年12月28日から徴兵制度が敷かれた台湾において、
志願兵がどれほど集まったかは疑問である。ちなみに、中華民国の兵役法は1933年に全文12
条で制定公布されているが、志頼兵の定義を定めた第49条は1954年の改正時にようやく現
8)台湾のWikipedia「維基百科」の「栄誉国民」の項目。 2007年9月28日確認。
http://zh.wikipedia.org/wiki/%E6%A6%AE%E8%AD%BD%E5%9C%8B%E6%B0%9l 
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れる。この際、志願兵という区分は、台湾で徴兵制が敷かれているなか、召集されていない
のに敢えて入営するか、服役期間を 5年以上延長した者のことを意味した。ちなみにこの年
限は後に1990年2月9日以降に入隊した者は10年と変更された。 『栄民週刊』 (1414期1994
年）によれば、 1993年4月の栄民総数は59万1000人余りで、そのうち台湾で入隊したものは
14万人と 4分の 1足らずであった。
2000年1月16日、 「輔導条例」の第2条に第4項が付け加えられ、同条例の定める退役軍人
に、 「将校、士官、士兵で1958年の八二三台海保衛戦役および、その他国防部が認定する国
家安全にかかわる重要戦役の兵役者」が加わった。また、 2002年の1月26日には全文が改正さ
れ、①志願して一定年限の現役将校、士官、兵士、および法律に基づいて退役した将校、②将
校、士官、兵士のうち、作戦や公務によって病気やけが、心身障害を受けて、退役後に長期
治療を受け生計が困難な者、③将校、士官、兵士で1958年の八二三台海保衛戦役および、そ
の他国防部が認定する国家安全にかかわる重要戦役の兵役者、④金門馬祖民防自衛隊で1958
年の八二三台海保衛戦役に参加した者 (2001年1月1日より）、⑤第1項の必要服役年限は
退輔会が決定し、行政院に認定される、という現行条文に改正された。
八二三台海保衛戦役というのは1958年の第二次台湾海峡危機のことである。金門島の中華
民国同軍および金門馬祖民防自衛隊は中国人民解放軍による44日間の砲撃に対して、防衛戦
を展開し、金門・馬租両島を死守した。これは中華民国国軍が台湾を守るために戦った唯一
の戦役であり、また台湾に移転してからは唯一の実戦であった。しかし、台湾では1958年の戦
闘に参加した者が退役軍人としての処遇を認められたのは2000年のことである。このことは、
民主化の進展によって軍隊の国家化（台湾化）が漸進し、その結果2000年になってやっと退輔
会の制度改正が実現したという台湾社会の権力構造の複雑な歴史を象徴しているのである。
図1に1986年から2005年までの栄民人数の変動を示した。これによれば栄民の数は1991年
の59万7800人をピークに減少している。グラフでみると栄民の絶対数は、 1994年に聯勤兵
工廠や海軍造船廠などの退職者が退役軍人とみなされたため、 3000人ほど増加し、 1999年に
八二三戦役の義務役 (2005年末累計、 2万6587人）が加わったことによって 1万1000人、
2001年に八二三金馬自衛隊（同、 1万3224人）が加わり1000人ほど増加しているが、減少に
歯止めがかかるほどではなかった。
増減の内容をさらに詳しく見たのが図2である。図からは、 1990年代半ばから毎年1万3000
人から 1万6000人の栄民が死亡していることがわかる。 2000年の輔導条例改定以降、一時期、
栄民は「資深栄民」とただの「栄民」に分けて論じられた9)。資深栄民とは1934年以前に生
9)例えば2002年には退輔会のホームページでもその点に言及されたが、現在はそうした区分は使用され
ていない。
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まれた者で、 1952年に満18歳以上であり、この区分によれば、資深栄民は中国大陸で入営し
た者と限定できる。退輔会の統計では、彼らは2002年9月に33万4401名で栄民の60.6%を占め
た10)。2007年現在、彼らは少なくとも満73歳以上である。また、金門島の防衛にかかわった
人々も1958年に18歳であったと仮定しても栄民に認定された時点で満60歳以上、現在は満67歳
以上である。このため退輔会の役割も当初の就業斡旋とは異なる様相を表すようになった。
図 1 栄民総数の変動（単位：千人）
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出所）退輔会ホームページ、 「栄民状況分析」および統計資料から作成。データは年末の数値、 2007年のみ8月末。
図2 栄民の増加と死亡の状況（単位：千人）
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出所）図 lと同じ
10)韓 [2003: 491] 
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m 「創業安置」と公営事業民営化
1 . 米援安置基金と創業安置
初代主任委員の厳家論は、既述のごとく財政部長経験者で台湾省主席との兼任であり、
台湾銀行から500万元の借款を受けて退輔会の準備基金とし、のちにアメリカ経済援助（以
下、米援）から総額4200万ドルの資金を獲得して退輔会の財政的基礎を作った。
1951年から1965年の15年間に台湾は総額15億ドルに上る米援を受け取り、そのほとんどが
贈与性であるか、または贈与的意味合いの強いソフトローンであった。ただし、援助を獲得
するには建設的な事業計画が必要とされた。このため厳家i金は省政府の衛生庁、建設庁など
の業務と退輔会の活動を組み合わせることによって米援資金を獲得したのである。退輔会は
1954年に国防部総政治部所属の6個所の農場を接収して6個所を新たに加えて12個所とし、
6000名の栄民を就業させ、これが創業安置の瑞矢となった。そして、台湾省政府建設省の管
理下に国軍退除役官兵建設工程総隊管理処を置き、五つの建設工程総隊と一つの独立工程大
隊を設置して、退除役兵に建設事業を習得させた。これが後の栄民工程処、今日の栄民工程
公司の前身である。また、 1955年には国防部の10個所の医療機関を接収し、新たに4個所を
拡充して、当時の 1万9837名の傷病患兵に対する医療の需要を満たした。こうした事業は、
表3 退輔会付属機構 (1991年12月）
項 目 数 項 目 数
政府予算機構 57 非政府予算機構 40 
医療機構 14 安置基金支援機構 14 
絲吟病院 2 嬰薬綬偉 12 
栄民病院 11 専9以貨教庁中心 1 
分院 1 巖技調練牛心 1 
養護施設 14 営利機構 26 
栄誉国民の象 13 嬰襄腐苑勉 1 
大陸栄砲幅導中心 1 森淋淵発勉 1 
訓練機構 5 漁菜櫻横 2 
就菜請翌所 1 工秦綬横 16 
就巣調練中心 3 舷秦席発造 1 
反其義士幅導中心 1 建設緩横 1 
サービス機構 24 労務樅横 2 
栄民服務勉 24 台中港船舶服務中心 1 
液化石洸気供応処 1 
出所）蘇進強 [1995: 159-160]から作成。
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公営事業民営化政策本格稼働以前の退輔会所属機構の基礎をなすものであり、農場は後に表
3の右側のコラム、非政府予算機構の安置基金支援機構の12の農業機構、医療機構は左側の
政府予算機構の栄民病院へと発展した。
1959年に米援による安置プログラムが終了した。退輔会では米援借款の返済金などを口座
にプールして、 1964年には安置基金管理委員会組織規程を制定して、予算法の定める特種基
金として運用し、その後の退輔会の活動の資金源とした。表2の左側に書かれた事業体は営
利機構を含めてこの基金の下に創業されたものである。すなわち創業安置の資金源は元を
ただせば米援とそれによって派生した循環型の基金であった。表2の事業体を、組織規程の
制定が古いものから並べると、栄民工程事業管理処 (1956年4月27日）、農場 (1956年5月
5日）、魚殖管理処 (1957年3月4日）、森林保育事業管理処 (1959年10月10日）、鉱業開発
処 (1960年6月30日）、技術労務中心 (1964年11月23日）、遠洋漁業開発処 (1965年12月13
日）、工廠 (1975年6月5日）、液化石油気供応処（以下、液供処。 1978年8月16日）、台中
港船舶服務中心 (1979年4月9日）である。創業安置の具体的な方法は、当初は土木建設事
業への動員および農業従事者への転身、そして魚の養殖や林業など第一次産業への配置が主
要であった。エ廠の組織規定の制定は1975年であるが、各種の工場は1960年代末から70年代
にかけて、それぞれ設立されている。 1964年に設置された技術労務中心というのは、水電工
や清掃員の請負、派遣センターであり、 1979年開設の船舶服務中心は台中港で船員を対象と
した食堂や娯楽施設を経営するなど就業先が徐々にサービス業へと展開されたことがわかる。
では、実際に各事業体は栄民にどれほどの就業機会を供給していたのか。表4に示した就
業者数から考察してみよう。
表4をみると、 1969年時点では農業機構の従業員が8825名で全体の41.5%を占め、最大
である。しかし、同年第2位の建設業の栄工処は7533名 (35.5%)から、翌年には9004名
(40.9%)でトップとなり、以後、 1973年を除いて実数も比率も増加し、 1万人から 1万
4000人を抱える大所帯であった。対照的に農業機構は1979年まで全体的に減少傾向で1988年
には5000人を下回った。次に、鉱工業は1970年代中葉から雇用者数が増加し、 1978年には農
業を抜いて 2位となった。そして、サービス業は1980年代に大幅に増加して1986年には農
業、 1988年には鉱工業を抜いて 2位となった。このことから、退輔会所属の事業機構は、就
業者数からみても1970年代までは農場と栄エ処が二大巨頭であったが、 1970年代には栄エ処が
その中心的存在となり、その後、鉱工業、サービス業へと拡大されていったことがわかる。
ところが一方で、全体の従業員数が1986年をピークに減少傾向にあることに注意しなけれ
ばならない。そしてさらに、にもかかわらず従業員に占める栄民の割合は1969年から1973年
までの8割前後から、 1974年には7割未満、 1979年には6割を切り、 1986年には5割未満に
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表4 安置基金による就業者数（単位：人、％）
年度
退輔会所属事業識員工員数（人） 栄民数（人） i, 農業 林業 漁業 鉱工業 建設業 サー ビス 合計 兵士 将校 合計
1969 8,825 1,145 968 2,784 7,533 21,255 15,288 2,467 17,755 83.5 
1970 7,857 1,223 1,228 2,705 9,004 22,017 15,465 2,681 18,146 82.4 
1971 7,261 1,270 1,145 2,529 10,101 22,306 14,870 2,947 17,817 79.9 
1972 6,094 2,011 1,003 2,882 11,122 23,112 14,348 2,851 17.199 74.4 
1973 5,739 1,978 934 3,136 8,631 20,418 13,603 2,896 16,499 80.8 
1974 5,695 1,945 896 3,245 11,298 1,257 24,336 13,891 3,032 16,923 69.5 
1975 5,707 1,896 803 3,354 12,307 1,384 25,451 14,425 3,067 17,492 68.7 
1976 5,597 1,784 870 3,677 12,808 1,401 26,137 14,275 3,137 17,412 66.6 
1977 5,436 1,665 888 3,966 12,825 1,544 26,324 13,745 3,167 16,912 64.2 
1978 5,127 1,522 670 5,318 12,790 1,808 27,235 13,330 3,229 16,559 60.8 
1979 4,941 1,393 661 6,192 12,491 2,391 28,069 13,192 3,399 16,591 59.1 
1980 4,802 1,189 630 5,944 13,380 3,234 29,179 12,901 3,489 16,390 56.2 
1981 4,756 1,300 577 5,861 14,042 3,298 29,834 12,790 3,557 16,347 54.8 
1982 4,698 1,261 548 5,905 14,516 3,391 30,319 12,465 3,587 16,052 529 
1983 4,873 1,113 524 5,581 13,627 3,477 29,195 11.443 3,530 14,973 51.3 
1984 5,162 1,006 471 5,892 13,934 3,585 30,050 13,206 3,606 16,812 559 
1985 5,164 958 537 5,748 14,029 3,586 30,022 12,682 3,507 16,189 53.9 
1986 5,117 906 567 5,513 13,596 5,223 30,922 11,689 3,665 15,354 49.7 
1987 5,100 886 582 5,364 13,358 5,235 30,525 11,322 3,645 14,967 49.0 
1988 4,920 757 490 5,005 12,600 5,369 29,141 10,458 3,488 13,946 47.9 
1989 4,698 499 395 4,773 11.448 5,356 27,169 9,571 3,411 12,982 47.8 
1990 4,624 658 384 4,436 10,784 5,336 26,222 8,484 3,184 11,668 44.5 
1991 4,579 613 362 4,189 9,778 5,117 24,638 6,958 2,958 9,916 40.L: 
出所）蘇進強 [1995: 165]から作成。原資料は退輔会『民国80年統計年鑑』。
なって、 1991年度はわずか4割と大きく減少していることである。加えて観察すると、絶対
数が減少しているにも関わらず、退輔会を通じて就業する将校の人数は1987年まで順調に増
え続けている点である。すなわち退輔会の所属事業が本来、台湾社会のストレンジャーであ
り、技術も係累も持たない下級の兵士のための就業先であったと考えるならば、 1980年代半
ばからその効能は半分以下になってしまっていたといわざるを得ないのである。
2 公平競争と退輔会所属事業
既述のごとく、 1980年代末から経済自由化政策の一環として公営事業民営化政策が本格的
に動き始めた。公営事業民営化の具体的な手段は政府の所有する公営事業株式の売却や、事
業機構そのもの、および工場や土地などの施設の売却といった所有権の移転であった。しか
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し一方で、経済自由化のためには、公平な競争環境の構築が不可避であることが再認識さ
れ、 1991年2月4日に総統令として「公平交易法」が公布されて、 1992年1月27日に行政院
公平交易委員会が正式に設立された。日本で独占禁止法が制定されたのは米軍占領下の1947
年であり、ほぼ同時に公正取引委員会が設置されたたことと比べるべくもないが、同じくア
ジアNIESの韓国では公正取引法は1980年12月に公布されたことと比較しても、 11年ほど
遅れている。また、中国では「反不当競争法」が1993年12月に施行され不完全とは言え公平
競争の制度化が進められていることを鑑みると、台湾の国内における公平競争政策の導入は
国際市場での地位向上に比して遅かったといえるだろう。
加えていえば、 1964年公布の輔導条例第8条では「政府が実施する各種建設工事、例え
ば、水利・道路・鉄道・橋梁・トンネル・港湾・埠頭・軍事工程などは、最大限、退輔会の
設置した退徐役官兵の建設事業者に協議価格（随意契約）で請け負わせなければならない」
と規定されており、これが改定されるのは1997年4月18日のことであった。改定後の条文は
1998年5月27日の「政府採購法」公布を見越して、 「政府機関、公営事業機構、および公立
学校が物品などを調達する場合、退輔会の所属機構は「政府採購法」の規定によって入札に
参加しなければならない。機密および緊急性の高い調達事項においても、 「政府採購法」の
関連規定によるものとする」とされた。改定理由には、政府採購法制定後に退輔会所属事業
の入札権を保障することを目的とすると述べられているが、それ以前の条文が法制度として
公平競争の導入にそぐわないものであったことは確かである。また、同じく第10条の「政
府機関・公営事業機構および公立学校が毎年外部に調達や製造を委託する各種物品について
は、退輔会の設置した付属事業者を最大限優先し、協議価格で発注しなければならない」と
いう条文は、 1997年の改正時に削除された。
では、こうした制度改正の裏側で退輔会の所属事業はどのように変容したのであろうか。
表5に退輔会所属事業の変容を整理した。表2の営利事業26事業体のうち、農業開発処、冷
凍加工廠、台中船舶服務中心は1995年までに閉鎖、栄民製毯廠、彰化工厳、鉱業開発処、台
中木材加工廠、楠梓工巌、栄民印刷廠、台北紙廠、桃園工廠、塑膠工廠が2000年までに営業
を終了して 2~3 年後に整理、閉鎖され、栄民化工廠、台北鉄工廠、高雄技術労務中心の 3
事業は2007年現在すでに営業を停止している。入札で売却され、民営企業へと姿を変えたの
は海洋漁業開発処、液化石油気供応処、岡山工廠、栄民気体製造廠、食品工廠、栄民製薬蔽
の7事業体であるが、そのうち 4企業が退輔会の投資企業への転身であった。
1990年4月に立法院が退輔会の予算を審査した際、付帯決議として2年以内に所属の事業
機構を民営化するように要求した。しかしながら、民営化はそう簡単には進まなかった。当
時、野党であった民進党の議員団は、退輔会の各事業単位について以下のような五つの欠点
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を指摘した。①協議価格による販売市場が減少しており、事業機構の収益が悪化している、
②民間同業者と競争して商品を販売すると損益分岐点に達しない、③設備が古く、生産技術
が遅れており、新製品を開発して新業務を開拓する能力がない、④人件費が高すぎる、⑤設
備投資や資金繰りを起債に頼っており、利子負担が大きいなどである。退輔会自身も「各事
業の退職金負担が大きくて民営化は不可能である」と述べている 11)。要するに、随意契約
による政府の優先調達という特権を失った退輔会の所属事業のほとんどは、民間企業がぜひ
とも手に入れたいような魅力的な事業内容ではなかったのである。一方、所有する土地など
の資産価値は比較的高いために売却においてば慎重な交渉を行わなければならず、入札は何
度も流れた。
表5 退輔会所属生産事業の変容
名 称 日 時 内 仮合
農業開発処 1992年2月1日 閉鎖
--------------・-------------幽.--------------------------・------・-・-・----------・・-・---------------・-・-・-・-・-----一冷凍加工廠 1993年4月30日 閉鎖--------・-・・--------・・-・・-------・・---・・・----------------------------------------------------------------------
台中船舶服務中心 1995年3月1日 -閉鎖---------"----------------------------------------------------------------------・・-・-------------
栄民製毯廠 1997年4月1日 閉鎖-------------------------------------------------------------------------ー--------------------------------彰化工廠 1997年6月1日 閉鎖
・-・・・・・・--------・・・・・・----・-・-・・・・-・----------------------------------------------------------------------
栄民印刷廠 2000年6月1日 閉鎖
----------------------------------------・----------・・・-・-・---------・-・-・ ・-----------------------------------
鉱業開発処 2000年8月1日 閉鎖-------------------------------------------------・-・・・-----------喩---―→一---------------------------------
台中木材加工廠 2002年10月1日 閉鎖-------------------------------------------------------------------------------------------------------
楠梓工廠 2002年11月1日 閉鎖
-------------------------------------------------—幽···---------------ー-・-・-・-・-----------------------・・・・ ---------------------・-・--・-----・-・-・-台北紙廠 2004年2月1日 閉鎖--------------------------------------------------------------------―---------------------------------
桃園工廠 2004年4月1日 閉鎖
----------------------幽・-.-. -. -. --. -. --. --------------------------------------------------------------------
塑膠工廠 2006年4月1日 閉鎖
栄民化工廠 1997年6月30日 営業終了---------------------------------------・-・-・・-・----・・・・・・・・・---・-・-・・・・ ―・-・ ------------------------------------
台北鉄工廠 2000年11月30日 営業終了
-------------幽・----------------------------------------------・-----・-・・・・ ------------―-----------------------高雄技術労務中心 2006年 営業終了
海洋漁業開発処 1993年1月1日 国華海洋企業公司＊------------------------------------“~幽一幽·--幽.----------囀----------------—- ---幽.-----. --. -ロ-------------------
液化石油気供応処 1996年3月16日 北誼興業------------------------------------.. 囀・・-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・-・-・・・・・・・・ -----------------------------------栄民気体製造廠 1998年1月1日 遠東気体工業公司＊-----------------------------------------------------------------------------------幽~—----------------------------ー一-------------------------岡山工廠 1998年8月1日 売却・-・-----------・・・---------・-・-・・・・・---・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 一"""""""""・・--・-・-------・-・--------・-・---・-・-・・-・-・ 
食品工廠 2003年7月1日 欣欣生技食品公司＊--------------------・-------------------------・-・-・-・-・-・-・-・------・-・-・-・-・--···-·--·--··---------------------------------・幽暑—·········--·-----------栄民製薬廠 2005年6月31日 栄民製薬公司＊----------------・---------------------------------------------------------------------------------------
龍崎工廠 2006年7月31日 売却
栄民工程処 1997年7月1日 公司化--------------------------------------------囀·----—------·-·-··-··-·---··-··----------··-·--·-------·- □ ----------------------------------------------------------------------森林開発処 1998年3月1日 栄民森林保育事業管理処------・-・-・・---------・-------・-・-・・---・-・・-・-・・・-----------・・------------・-----・-・-・・・-・・-・・・・・・-・-・・-・-・・・・・・・--・・-・-・-・-・ 
魚殖管理処 1999年7月 彰化農場に吸収---------------------------------------------------------------------------------------------------------
台北技術労務中心 営業中
出所）本研究のために各ホームページ、新聞記事などから箪者が作成。
「*」は、退輔会の投資企業。
11) 蘇 [1995: 138]。
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そうした中で、 1996年に北誼興業に転身した液供処は特別な存在といえるかもしれない。
液供処は、ボンベの充填から配達までLPガスの家庭向け供給事業を一手に握る独占企業で
あったからである。台湾のLPガス家庭供給は1959年に公営の中国石池公司が石油精錬時の
副産物の直接販売を始めたことに端を発する。 LPガスの需要はすぐに増大し、供給不足と
なって、供給業務が負担になった中国石油が卸売り業務を国民党中央に委託したため、国民
党党営事業の裕台公司が設立された。事業の権利は、 1970年に同じく党営の瑞華公司に譲渡
された後、 1978年に退輔会液供処に移されたのである。しかし、公平交易委員会が発足する
と第73次委員会でLPガス総卸業の独占行為が間題となった。こうして、 1993年9月、中国
石油は「経蛸商頻選要点（卸売り事業者選定基準）」を発表し、民間企業から李長栄化工、
聯華気体、合興石化、和協、寧揚、台和、北部ガス、乾恵と、北誼興業が卸売事業者に選ば
れ、 LPガス卸売事業市場は制度上、開放された。もっとも、北誼興業の主要な株主は国民
党党営事業の光華投資であり、もともと瑞華公司の設備と人員を借用する形で始まった液供
処は元の鞘に収まっただけという考え方もできる。
現在、表4に記載されている生産事業のうち、退輔会の下で引き続き経営されているの
は、 1998年7月1日に企業法人へと組織改正された栄民工程公司、台北技術労務中心の二つ
のみであり、栄民工程公司は引き続き民営化への努力を継続中である。
N 2000年以降の退輔会
1 . 退輔会の存在意義の変化
以上にみてきたように、 2000年代になるとすでに退輔会の所属事業は大きく様変わりして
いた。この変化をどのように分析すべきだろうか。 1990年代の初頭には公営事業民営化政策
は、国家による国内市場の独占的支配から国有財産の民間への開放、すなわち経済の民主化
の一環のように見なされた。確かにそれは、戦前の日本人資産を外来政権である国民党政府
が接収し、経済の管制高地を押さえることに端を発した、国家による国内経済のコントロー
ルを解消する動きではあった。しかしながら、退輔会の機能や所属事業に起こった変化は、
退輔会の役割そのものの変化を反映していたともいえる。
例えば、記述のごとく、退輔会が「創業安置Jによってその生活を支えようとしてきた栄
民の絶対数は、 1990年代半ばから急速に減少し2007年には50万人を下回った。また、表6に
示したとおり、近年、老齢化した資深栄民の死亡によって65歳以上の栄民数とその比率は低
下している。が、代わりに増加しているのは50歳代以上である。
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表6 栄民数と年齢構成の変化 (2002年,._,207年）
時点 実数（人） 20~49歳 50~64歳 65歳以上 総計
2002年12月 549,229 23.4 11.9 64 7 100.0 
2003年12月 537,171 22.7 13.3 641 100.0 
2004年12月 525,517 22.2 14.6 63.2 100.0 
2005年12月 513,483 21.8 16.1 621 100.0 
2006年12月 502,462 216 17.3 61.1 100.0 
2007年8月 494,575 21.4 18.1 60.4 100.0 
出所）退輔会ホームページの統計資料を、 2007年9月20日に確認し、作成。
表7 所属機関就業者数
時点 合計（人） 栄民（％） 家族（％） 外部（％）
2002年12月 25,206 27.2 27.3 45.5 
2003年12月 23,571 26.5 27.4 46.1 
2004年12月 24,011 24.6 26.3 49.1 
2005年12月 23,149 22.0 26.6 51.3 
2006年12月 22,324 21.2 25.7 53.1 
2007年8月 21,146 211 257 53.2 
退輔会 365 186 106 73 
サービス機関 595 372 186 37 
養老機関 1,703 557 608 538 
内 教育機関 47 17 20 10 
医療機関 15,207 1,061 3,509 10,637 
創業安憫 3,102 1,187 1,136 779 
訳
(%) (100.0) (38.3) (36.6) (25.1) 
ヘヽ人
淋業櫻横 86 15 19 52 
嬰秦綬横 1,961 1,064 865 32 
建晟綬楕 1,017 97 242 678 
工棠 38 11 10 17 
労榜サービス 127 50 75 2 
出所）表5と同じ。
表7は、 2002年末以降の所属機関の就業者数である。これによれば、退輔会所属機関の就
業者数は、 2002年12月末2万5206名で表3の1991年の2万4638名より若干増加しているよう
に見える。しかしそれは、表7の統計に退輔会そのものや退輔会が栄民に提供するサービス
のために必要な人員が含まれているからである。そのうち最も多いのが医療関係者でこれ
は退輔会が経営する栄民病院の従業員である。表7から、 2007年8月には退輔会所属事業職
員の4分の3が医療機関に就業し、彼らのうち 3分の 2は栄民やその係累以外の外部からの
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就業者であり、逆に外部からの就業者の約 9割が医療機関の職員であることがわかる。一方
で、創業安置事業機関への就業者は2007年8月時点で3102名と激減している。栄民の比率こ
そ、 38.3%と表3の1991年の数値に近いが、その実数は1187名で1991年度の約 1万人から考
えれば10分の 1になっている。
栄民の就業者数が一番多いのは農業機構の1961名で1064名と栄民が半数以上を占めて比較
的重要な就業先と考えられる。農業機構とは、表2に示した12箇所の農場で、現在では8箇
所に統合され、そのうち嘉義、屏東（含、高雄）、福寿山、武陵（含、宜蘭分場）、清境が
観光農場となって、彰化（含、新竹分場）、台東（含、知本分場）、花蓮農場は経営多角化
で環境保護事業などにも着手している。これら農場はもともと国有財産であり、民間企業に
売却することは容易ではないため、今後も国立の保養施設として退輔会が経営していく可能
性は高い。しかし、栄民の就業先としての役割は、近い将来急速に低下するであろう。
表8 予算決定された栄エ公司の従業員数（単位：人、％）
合計 生産部門 営業部門 管理部門
研究開発・ 対前年度
年度 訓練部門 増減
人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人
1998 7,697 100.0 NA NA NA NA NA NA NA NA 
1999 7,484 100.0 6,954 92.9 472 6.3 59 0.8 -216 
2000 5,500 100.0 NA NA NA NA NA NA NA NA -1,984 
2001 4,000 100.0 3,598 90.0 121 3.0 251 6.3 30 0.8 -1,500 
2002 3,350 1000 3,040 907 107 3.2 178 53 25 0.7 -650 
2003 3,250 100.0 2,946 90.6 107 3.3 173 5.3 24 07 -100 
2004 2,000 100.0 1,768 884 72 3.6 143 7.2 17 09 -1,250 
2005 2,200 100.0 2,023 92.0 65 3.0 101 4.6 11 0.5 200 
2006 1,818 1000 1,621 89.2 67 3.7 119 6.5 11 0.6 -382 
2007 1,080 100.0 942 87.2 43 40 89 8.2 6 0.6 -738 
出所）行政院主計処公務予算局の分析資料から筆者作成。
次の建設事業とは、栄民工程公司のことである。表8に示したように、栄民工程処の従業
員数は1998年の公司化以降、急速に減少し、 2007年度は1080名となっている。表7では2007
年8月時点の実際就業者数は1017名であり、ほぼ予算枠どおりの人数である。しかし、栄民
の雇用者数は97名でその10分の 1に満たない。栄エ公司のホームページで公開されている従
業員数は1453名で外国人労働者277名を含むとされている 12)。経済発展による賃金の高騰で
12) 2007年8月28日確認。
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いわゆる 3K労働者の確保が難しくなった台湾では、近年、外国人労働者の雇用が急速に進
んでいるが、いずれにしてもこの現状では栄エ公司はもはや栄民の主要な就業安置先ではな
いことだけは確かであろう。
表7にもどると、工業の38名は龍崎工廠の、労務サービスの127名は台北技術労務中心の
従業員であるが、これらもあえて言及するほどの規模ではなくなっている。
表9 栄民およびその家族の就業状況
時点 合計（人） 栄民（人） 家族（人）
2002年12月 54,377 34,012 20,365 
2003年12月 41,174 27,162 14,012 
2004年12月 43,314 26,771 16,543 
2005年12月 43,612 25,724 17,888 
2006年12月 44,891 25,638 19,253 
2007年8月 44,678 24,577 20,101 
退輔会内での就業 10,309 3,969 6,340 
退廟命所属樅腐 9,070 3,430 5,640 
巖貨 4,354 1,620 2,734 
技術者、警媚 2,611 690 1,921 
そのft/J 2,105 1,120 985 
投資免民営企業 1,239 539 700 
外部への就業 34,369 20,608 13,761 
政府および公営廓栗 10,655 9,589 1,066 
社励法人および民仰兌秦 23,714 11,019 1公695
出所）表5と同じ。
では、近年、栄民はどのようなところへ就職しているのか。表9をみると2002年以降、就
業した栄民の数は減少している。一方でその家族の就業者数は2003年に2万人から 1万4000
人に大幅に減少した後2007年8月まで毎年約1500人増加している。これは、主に栄民子弟の
就業である。但し2007年8月のデータからその就業先を確認すると、総数の4分の3、栄民
では就業者の6分の5を占める 2万人が外部へ就業している。そのうち政府機関および公営
事業就業者数が9500人余り、民間企業が1万1000人余りである。退役軍人の政府および公営
事業への就業は、かつては無条件の横すべりに近く、 1990年代から試験の点数が重視される
ようになったが、それでも一定の優遇措置が図られている。このためこの比率は高くなって
いる。
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2 投資事業の分析
1990年代から2000年代にかけて退輔会が経営していた各工場、およびサービス機関、液供
処などが次々と姿を消した。そして、その代表的存在であった栄民工程公司も急速に規模
を縮小させていった。しかしながら、このことから、退輔会の経済活動そのものが縮小に
向かっていると考えるのは早計であるかもしれない。退輔会の安置基金は創業安置だけで
なく、すでに1960年代半ばから様々な民間企業に投資されてきた。台湾では政府持株比率が
50%未満であれば民間企業をみなされるため、これらの企業は公営事業の枠組みに含まれ
ず、従って民営化政策の俎上には乗せられなかったのである。
表10 2000年度ガス供給状況および退輔会投資ガス事業者2006年度利益（単位：戸、百万NT$、%)
名称 設立
戸数 2006年度
利益率 持株比率
天然ガス LPガス 合計 利益
欣隆天然ガス公司 1972年 75,984 72,465 148,449 56 8.92 42.00 
欣欣天然ガス公司 1971年 201,797 176,889 378,686 293 16.11 25.79 
欣湖天然ガス公司 1976年 81.096 85,120 166,216 115 12.92 32.95 
欣泰石油気公司 1985年 85,884 168,760 254,644 237 21.53 2462 
欣桃天然ガス公司 1972年 123,354 342,681 466,035 322 1846 41.45 
欣中天然ガス公司 1972年 207,001 78.454 285,455 285 14.74 40.06 
欣彰天然ガス公司 1973年 90,464 385,598 476,062 226 1011 34.08 
欣林天然ガス公司 1974年 76,557 182,665 259,222 136 17.94 42.37 
欣雲天然ガス公司 2000年 6,860 113,413 120,273 23 7.41 28.80 
欣嘉石油気公司 1987年 12,665 214,697 227,362 31 12.97 39.00 
欣営石池気公司 13,148 300,614 313,762 40 524 28.80 
欣南天然ガス公司 1982年 29,718 189,481 219,199 47 9.94 27.60 
欣高石油気公司 1983年 77,441 333,856 411,297 95 11.82 21.26 
南鎮天然ガス公司 2,463 56,487 58,950 11 754 8.29 
欣雄天然ガス公司 1983年 27,057 313,470 340,527 55 5.98 23.56 
欣屏天然ガス公司 6,397 127,679 134,076 ， 3.81 31.93 
投資兌業シェア(%) 61.1 81.9 755 
翌呂
中国石湘公司 120,453 17,338 137,791 
新竹県ガス管理処 107,262 11,160 118,422 
大台北ガス公司 1964年 324,436 185,043 509,479 
陽明山ガス公司 1967年 91,060 75,418 166,478 
~ 新海ガス公司 1966年 178,518 191,945 370,463 竹建ガス公司 1987年 16,812 21,268 38,080 
裕苗ガス公司 11,164 30,524 41,688 
その他 727,152 727,152 
全国計 1,967,591 4,402,177 6,369,768 
出所）ガス供給については、行政院公平交易委員会 [2000:13-14]、税引前利益については、審計部の非営利事業
基金に関する統計資料から作成。
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退輔会は現在、表10に示した16のガス事業者および表1の10社に対して投資を展開してい
る。表10のガス事業をみると北は基隆から南は屏東まで、天然ガス供給網の存在するところ
にはくまなく退輔会の投資企業が存在する。投資企業16社のシェアは、天然ガス供給では需
要戸数でみると61.1%、 LPガスでは81.9%に上り、全体のガス事業の75%を占めている。
退輔会の投資比率は最低の南鎮天然ガスが8.29% である以外は20~30%が 7 社、 30~40% お
よび40%以上がそれぞれ4社で、退輔会株主代表の職位は11社が董事長（会長に相当）、 1
社のみ副董事長で、残り 4社が総経理（社長）であり、ほとんど経営の実権を握っている。
ガス供給事業の利益率は高く、規模が最少の屏東は3.81%であるが、欣営・欣雄・欣雲・欣
隆・欣南• 南鎮の 6 社が 5~10%、欣彰・欣高・欣湖欣嘉・欣中・欣欣・欣林・欣桃の 8 社
が10~20%で欣泰は21.5% である。こうしたことから、 LP ガスの卸売事業における液供処
の独占体制こそ失われたが、ガス供給という公益事業が今後も退輔会に利益をもたらす重要
な事業の一角を担っていくことは間違いない。
表1に示したガス事業以外の投資企業で、栄エ公司の民営化との関係で重要なものは、
2004年に台湾Odobez(本社、イタリア）と提携して設立された欧欣環保公司と、 2006年に
台湾セメントを代表とする投資グループと共同で設立された栄工実業である。欧欣環保の
持株比率は台湾Odobezが52%、栄エ公司が48%で、民営企業の条件をぎりぎり満たしてい
る。栄工実業は栄エ公司の楠梓廠と高雄廠を競争入札で売却したもので、今後もセメント関
連製品を主要な製品として経営される。栄工実業の設立は、業務を分割して売却し、現金に
よる増資を合わせて民営化を完成させるという行政院の認可した栄エ公司の民営化プログラ
ムの一環であり、その実績と考えることができる。審計部の報告書によれば、栄エ公司の民
営化は2007年9月をめどとされていた。しかし、 2007年9月29日の『中時電子報』では、栄
工公司は破産の危機に直面し、従業員による株式買い取りと、すでに民常化されてはいるが
政府持株比率の高い企業、いわゆる「公股事業」に生き残りの期待をかけざるを得ないとい
ぅ13)。総資産956億元、総負債950億元の栄エ公司民営化の成否が今後の退輔会安置基金のあ
り方を大きく左右することは間違いない。
もう一点間違いないことは、表1をみると、創業間もない欧欣環保は別としても、退輔会
の経営事業から転身した欣欣生技食品公司と国華海洋公司の業務生成が芳しくないことであ
る。大幅な損失を出している欣欣セメントも1974年に退輔会の投資先として設立された企業
である。表11から読み取れることは、古いタイプの退輔会所属事業のうち、遠東気体や遠栄
気体工業のように医療用および工業用の酸素などを供給している企業は、国内最大規模の医
13) http:/ /news.chinatimes.com/2007Cti/2007Cti-News/2007Cti-News-Content/0,4521,110502+ 
l 12007092900433,00.h tml 
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療機関グループである各地の栄民病院との関係が続いているために利益を上げているが、食
品やセメントなどの業種では、市場競争の中でもはや利益を上げることができないというこ
とである。
表1 ガス事業以外の投資企業と2006年度利益（単位：百万NT$、％）
名称
2006年度
持株比率 至ロ又几JL-'-
利益 利益率
栄工実業 2006年
華欣総合印製公司 49.00 
欣欣電子公司 24.28 
中興電工機械公司 1,075 10.74 0.03 
中華紙漿公司 558 9.18 5.22 
欣欣客運公司 197 20.95 49.07 1969年
認亜工程建設公司 108 2.90 23.86 1965年
遠東気体公司 83 27.62 10.00 
遠栄気体工業公司 38 23.82 39.82 1997年
栄僑投資公司 24 52.73 37.80 
栄民製薬公司 16 7.46 10.00 2005年
欣欣大衆市場公司 5 0.83 4316 1971年
大南汽車公司 2 0.47 26.86 1969年
栄電公司 1 0.03 29.74 1975年
栄友貿易公司 1 0.03 27.75 
栄裕実業公司 -1 -6777 39.24 
欧欣環保公司 -3 40.00 2004年
欣欣生技食品公司 -19 -22.81 49.68 2003年
国華海洋公司 -29 -19.79 49.68 1993年
欣欣セメント公司 -56 -6.26 49.68 1974年
出所）審計部の非営利事業基金に関する統計資料およびその他の資料から作成。
投資事業のうち、中興電工機械公司の利益が10億元を超過して最大である。しかし、台湾
電力の風力発電所建設などに関わるこの会社の退輔会持株比率はわずかに0.03%である。ま
た、投資会社である栄僑投資会社の利益率が52.73%と最も高い。退輔会安置基金の効率的
な運営を図るならば、今後は、自ら投資先を設立して経営権を握り、政策との結びつきに
よって安定的に利益を上げる従来の方法ではなく、市場の動向を見極め、関係の薄い分野に
も投資を進め、金融投資機構的な事業展開へとシフトしていかざるを得ないのかもしれな
い。
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V おわりに
退輔会とは、蒋介石政権とともの中国大陸から敗走してきた中華民国国軍の退役軍人に対し
て、就業や医療、老後の介護などの生活の面倒をみるために設置された国家機関であった。中国
大陸でリクルートされ、台湾には地縁血縁をもたなかった外省人の栄民第一世代は、退輔会の経
営する農場や土木建設事業に就業先を用意されて、政府による国家建設計画に貢献してきた。し
かしながら、彼らの老齢化によって1980年代から退輔会の機能は急速に老人福祉へとシフトし、
また、退輔会の台湾化を象徴する存在として2000年以降に栄民に認定された八二三戦役の退役
軍人もすでに60歳を超えており、就業先の確保は徐々に重要な任務ではなくなっていった。
1990年代初頭、台湾社会に民主化の流れが定着し、公営事業民営化など経済自由化政策が
打ち出されると、公正な競争環境を整備する段階で、退輔会所属事業の存在が問題視される
ようになった。こうして、ほとんどの営利事業は閉鎖されるか売却され、現在は観光農場と
栄エ公司、および台北の技術労務中心が残されるのみとなってしまった。しかし、それは、
公営事業民営化や経済の自由化政策が退役軍人福祉を縮小させたということを意味しなかっ
た。創業安置という退輔会の就業斡旋業務における特徴は、栄民の老齢化によってその意義
を失いつつあり、安置基金の運用も事業経営よりも投資による収益確保へと向かう方がより
効率的となったからである。したがって、退輔会にとって公営事業民営化は、非効率で設備
や技術の劣る事業を処分し、改革が可能な企業を民間に売却して蘇生させる絶好のチャンス
であったという考え方もできる。本論で見てきたように退輔会所属事業は、国内最大規模の
建設事業者であった栄民工程処であっても、市場競争を勝ち抜く経営体制を獲得できずに民
営化にいきづまっている。そういった意味では逆に民営化に乗じてこの重荷から開放される
か否かが今後の退輔会の命運を左右すると言っても過言ではないだろう。
では、このような退輔会の経営事業は、戦後台湾の経済発展の中で一体どのように位置付けら
れるのであろうかという非常に興味深い疑間がわいてくる。が、それは今後の研究課題としたい。
戦後、外来政権として台湾にやってきた国民党政権は日産や米援を最大限に活用して、栄
民のための福祉政策を行った。そのことが、今なお台湾社会の族群間に深い溝を刻んでいる
ことは確かである。そして、退輔会と深いつながりのある国民党中枢の元老たちは、まだな
お国軍を党軍とみなすような言動を重ねている。例えば、 2007年3月1日の『自由時報（電
子報）』では、政府決定に従って軍施設から蒋介石元総統の銅像を撤去した李傑国防部長の
国民党籍がはく奪されたという記事が見られた14)。李傑は1940年天津生まれの外省人である
14) http:/ /www.libertytimes.com.tw /2007 /new /mar /11/today-ol.htm. 
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が、国防部長である自分は「執政党の政策に従う」べきだと述べ除名処分を甘んじて受け
た。このように、世代間でまだなお確執は残るが台湾の軍隊はすでに台湾化を始めており、
その退役者のほとんどはすでに台湾でリクルートされ、台湾へ復員する人員となっている。
したがって、もはや、退輔会は「創業安置」という政策をとる必要はない。しかし、そうで
あるならばなおさら退輔会の経済活動を今後どのように位置付けていくのかが、台湾の将来
と深く関わる重要の政策課題の一つとなるであろう。
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